
「あるべき税制」の実現に向けた議論の中間整理住劣

~総理指示5項目を中心に「対話集会」を踏まえて~

消費税の免税点制度等

a)消費税については、「基本方針」では、「消費税制度に対する国民の信頼性、制度

の透明性を向上させるための措置を講じる必要」があり、中小事業者に対する特例

措置について、「早急、に抜本的な改革に取り組むべきである」とされている。

②これに関し、「対話集会」においては、中小事業者に対する特例措置に関するア

ンケートで、「消費税に対する不信感をなくすために見直しが必要」との回答が約

8割に達した。また、「事業者免税点制度は、本来特例措置であるにもかかわらず

6割強の事業者が免税となっている現状はおかしい」という意見が出されるなど、

全体として、「基本方針」に示された消費税制度に対する国民の信頼性、制度の透

明性の向上を求める声が大勢であったと判断される。

③ これらの意見等を踏まえ、以下の方向で抜本的な改革に取り組む。

①事業者免税点制度

事業者免税点の水準は、消費税制度の創設当初から長期間にわたって据え置か

れたままであり、また、諸外国と比べても極めて高い。このことを踏まえ、免税

事業者の割合を現在の6割強から相当程度縮小させるべくJ見1テの免税点制度の

大幅な見直しを行う。
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②簡易課税制度

これまで二度にわたり簡易課税制度の適用上限を引き下げてきた。しかしなが

ら、全ての事業者に対して本則の計算方法による対応を求めることが消費税制度

のあるべき姿であるので、基本的には、廃止の方向で検討する。

④なお、申告納付制度及び総額表示方式のあり方については、「基本方針」の考え

方に沿って、検討を行う。




